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論 文 内 容 の 要 旨 
 本研究は、国際協力における市民参加の研究であるが、国際協力として本論文では主として政府開発援助（以下









業のねらいと実際の市民が参加した ODA 事業の間にはギャップがあるのではないかという点である。 
 第１章「日本における国際協力」では、日本国内の国際協力の概念の整理と日本の政府開発援助政策の動向につい
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が関わったのか、そして活動の実態および影響等について分析と考察を交えての事例研究である。 











































論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、近年重要な課題となってきている国際協力における市民参加に関する研究である。国際協力の中でも政




した ODA 事業の間におけるギャップである。 
 取り上げている事例は、青年海外協力隊、アフガニスタン女性教員研修、ケニアと日本との遠隔教育である。青年
海外協力隊では参加した隊員の活動と意識を多数の報告書の分析から考察した。キーワードとして「言語」「活動形
態」「活動対象」「マッチング」を抽出した。２番目のアフガニスタン女性教員研修に関しては、研修を実施した５つ
の女子大学への影響の検討である。その影響とは「途上国への関心から独自の国際協力活動の実施」「途上国支援に
関する大学関係者のネットワークの構築」「大学発の途上国支援の啓蒙活動の実施とその効果」の３点である。ケニ
アと大阪の小学校のテレビ遠隔授業の実践からは、子どもたちが相互を知ることから、相手を感じることへ、さらに
世界への関心の広がりが起こることが分かった。 
 こうした分析から見えてくる市民参加による国際協力事業のメリットとして、「日常生活における市民の多様なリ
ソースやネットワークの活用」ができること、「市民の思いや熱意から生まれる活動」が引き起こされること、「国境
を越えた市民同士の間の直接的なつながり」が生まれるという三点である。 
 ODA 事業における市民参加による国際協力の意義とは、市民と途上国の人々との関わりや協力を行うための仕掛
けづくり、すなわちチャンネルつくりという今後の我が国のあり方を考える上で不可欠の課題を担っていることでは
ないかと結論付けている。 
 本研究の成果は国際協力への市民参加研究に大きく寄与するものであり、博士号授与に値すると評価できる。 
